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要　　約

本研究は,中小製造業を対象とした企業成長論の展開のための準備的作業に充てられたもの

である.具体的には,企業成長という基本的な概念を確認するとともに,少数サンプルによる

実証的検証により,有効な成長指標の抽出を目的として行われた。同時に,中小製造業におけ

る成長要因の枠組を体系的に提示し,幾つかの成長要因と成長性との関連性について検討を行

なう。この実証研究のために,中小製造業200社の経営者に対し日計式調査票を郵送し,それら

のデータを基にクラスタ解析や相関分析などの統計解析を行い,統計的に有意な幾つかの傾向

を導出することができた。本研究において提唱された手法により,中小製造業の成長を測る有

意性のある6指標を抽出することができ,これらを基準にした高成長企業群と低成長企業群の

分類及び比較を実施し,社長や経営陣の特長など幾つかの興味ある傾向が導出された。

キーワード:中小製造業,企業成長,成長要因,成長指標

はじめに

企業成長という現象は, 「売上高」や「経常利

益」の増加といった単一の財務指標では測定出来

ない可能性が高い。製造業において,設備投資し

人材を確保することで,他社に外注していた仕事

を内製化することで,実質的生産量の増大を図る

ことがあるが,このような場合には,売上高の増

加は見られないことが多い。また逆に,新規の設

備投資や人材確保することなく,自前の安い設

備,製造ラインの工夫や多工程作業の習得という

ノウハウの増大により,生産性が飛躍的に向上

し,粗利益が増大することもある(藤本, 2004)ォ

しかし,このような場合でも,経営者が自らの報

酬や従業員の賞与を大幅に増額することで,営業

利益や経常利益は増加しない場合も考えられる。

特に,本研究が対象とする中小企業の場合,この

ようなケースは十分に考えられる。

企業成長に関する研究の多くは,様々な成長要

因と売上高成長率,従業員増加率などの単一の指

標との関連性を中心に議論がなされており,その

指標が増加すれば単純に企業成長がなされたと結

論付けている。しかし,企業には計量的に測定し

にくいノウハウの蓄積などの側面もあり,企業成

長という概念は単純に売上高,利益や従業員数だ

けでそのすべてが捉えられるものではない。この

ような前提を基に,本研究では企業成長という概

念について検討し,中小製造業を対象とした企業

成長という現象を測定するのに適切な指標の確立

を試みる。そして,成長要因の枠組を提唱し,こ

れらの指標を基に判別された企業成長群と成長要

因との関連性についても部分的に言及する。

1.企業成長の概念
企業成長という概念に関して,様々な捉え方が

ある。自然界における細胞分裂や森の中で成長す

る木に比曝されるような自然発生的な成長観から

企業成長に関する研究は始まる。

Penrose (1980)は,生産会社について研究し,

会社規模の拡大を企業成長として考え,自然発生

的な成長観では無く,経営者の果たす人為的役割

が,企業成長に対して大きく寄与することを指摘

し,以降の研究に多大な影響を与えている。そし

て,企業成長を測定する際,理想的には生産目的

のために使用する全資源(人も含む)の現価とし

てなされるべきであるが,これを見つけることは

不可能であると指摘している。また,企業の長期
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総利益を増加させることと,長期成長率を増加さ

せることは同義的であるとも指摘している。換言

するなら,優れたパフォーマンスを長期的に挙げ

ることが企業成長に直結すると考えられ,持続的

業績と成長の強い関連性を指摘している。

同様にBarney (2002)は,経済的価値を得るた

めに,所有者の意思によって自発的に提供される

生産要素の集合体を組織の本質と捉えている。そ

して, 「組織が生み出す価値(現実のパフォーマン

ス)」と「所有者が期待する価値(期待されるパ

フォーマンス)」を比較し,前者が後者より大きい

か等しい場合,所有者は組織にその生産要素を使

わせておくと考え,パフォーマンスと生産要素増

大との直接的な関連性を指摘している。

また,石崎(1999)は,企業成長について「トッ

プ-経営戦略一組織-製品-環境-成果一企業文

化-トップ」という全経営過程のサイクルを通じ

て,売上高,従業員,総資産,利益などの有形資

産とトップの自信,従業員のモラールアップ,コ

ミュニケーションの活性化,企業イメージの向上

などの無形資産が蓄積されていく過程であると述

べている.また,清水(1984),今ロ・柴(1999

なども,企業成長を規模の拡大と捉え,同様な循

環的成長過程を指摘している。

このような先行研究の見解を総合的に掛酌する

と,企業成長という概念が示すイメージは,生産

要素の集合体である組織(Barney, 2002)を球俸

に擬えると,必ずしも真球とは言えない歪な球体

が膨張するような現象1)であり, -軸や二軸の尺

度では正確には捉えられず, X-Y-Z軸のような

立体的視点から捉えることで,初めて正確に把握

できる祝象と考える。それ故,単一指標ではなく,

複数の指標から企業成長を評価する必要があると

言える。

そこで,企業成長という概念は,売上高や従業

員数のような単一指標の増加として捉えるのでは

なく, 「有形・無形の全生産要素の増大」として捉

1) 「歪(いびつ)な球体」とは,企業をヒト・モノ・カ
ネ・情報で代表される経営資源が形作る球体として捉え

ると,全方位的に豊富な経営資源を持つといえる大企業

は,真球に近い(歪でない球体)イメージになるが,経
営資源が豊富といえない中小企業は,歪な球形をしてお

り,得意な経営資源(歪に突出した部分)を生かして成

長(膨張)しようとしている様を,抽象的に表現したも
のである.
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え,具体的には「ヒト」 「モノ」 「カネ」 「ノウハ

ウ・情報」などの質・量両面を含む総合的な全経

営資源の増加と考えることができる。

2.企業の成長指標
企業規模の拡大という概念で示される企業成長

は,どのような指標を測定すれば当該企業が成長

していると判断出来るのであろうか。既述の通

り,企業成長は,一方向だけから捉えることが困

難な現象であり,複数の指標を用いて多面的に捉

え,当該企業が成長しているのか,そうでないか

を判断しなければならない。そのため,先行研究

における成長指標を整理し(図表1),どのような

指標が,中小製造業の成長という現象を適切に捉

えることができるのかを検討する。

図表1に示されるように,企業成長を測定する

指標は,研究者によって異なるが,従業員数,総

資産,売上高のような「人」 「モノ」 「カネ」に関

連する指標が多く,単一指標の増加を企業成長と

して捉えている研究も多い。これらの先行研究

は,必ずしも中小製造業に限定されてないが, 「ヒ

ト」 「モノ」 「カネ」 「情報」といった経営資源は,

多くの業種業態に共通する概念である。準備的作

業として位置付けられる今回調査に関しては,よ

り広い視点からのアプローチを行い,以降の研究

においてより詳細な絞込みを行う研究段階を経

る。

このような研究背景から,先行研究を参考に,

本研究における独自の指標を加え,成長指標の候

補としての11指標を図表2に分類・整理した。

第-に,有形の経営資源として, 「カネ」 「ヒト」

「モノ」を考えることができる。具体的には, 「カ

ネ」として,売上高,経常利益,経営者(回答者)

報酬,資本金の増加率を挙げた。本研究独自の指

標である経営者(回答者)報酬は,利益額を推測

する代理変数の意味合いを持つ。中小企業では,

法人税の納税額を抑える目的のため,経営者の報

酬で調整を行う傾向が考えられるので,本研究独

自の指標として経営者報酬の増加を「カネ」とい

う経営資源の増加として捉えた。

「ヒト」としては,従業員数,経営者数,研究

開発者数の増加を挙げ, 「モノ」としては,事業所

数と減価償却費の増加を挙げた。減価償却費に

は,設備投資などの有形資産の償却だけでなく,



工業所有権の償却も含むことから,有形・無形の

量的・質的経営資源の両方を示している可能性が

ある。

第二に,無形の質的経営資源として, 「ノウハウ・

情報」を考えることができる。具体的には,特許

などの工業所有権や製造上・技術上のノウハウな

どに代表される知的財産の増加率を挙げた。そし

て,これからの研究において,本研究で提唱され

た手法により,これらの11指標の有意性について

統計的な検証を行う。

企業成長を測定する場合,対象となる成長期間

についても検討する必要がある。先行研究によっ

て3年間の成長を測定しているもの, 5年, 10年

の成長を測定している研究など様々である。

Collins (2001)は, 15年以上にわたる長期の期間

を対象とした偉大な成長企業の調査研究を行って

いる。特に,上場企業の場合は,信頼性の高い財

務諸表を入手しやすく,入手できる期間も長くな

り,必然的に長いスパンの成長研究が可能とな

る。このような背景から,企業成長に関する研究

は,上場企業を対象にしたものが多い。

本研究においても,できる限り長期的な成長期

間を対象とした調査の実施を検討する必要があっ

た。中小製造業では,財務諸表を入手する事が困

難であるのみならず,外部監査がなされていない

ことに起因する信頼性の問題も存在する。このよ

うな調査困難な背景を,十分考慮した指標や期間

を選定する必要があると判明した。

そこで,財務資料に関して税法上5年間の保管

義務があることを根拠として,調査対象者が,そ

れらの資料を見て回答することができる法定の最

長期間として考え,本研究では直近5年間の企業

成長を測定することにする。

3.企業の成長要因

本研究では,中小製造業の成長要因枠組を図表

3に示される概念として提唱する。企業成長は,

単一の要因のみで成し遂げられるような単純なも

のではなく,外部要因(Day, 1990;Pon【er, 1998;

今口・柴, 1999など),内部に関する多くの要因

(清水, 1983;村松, 1979;金原, 1996;岡本,

1992;上田, 1990など)や中間要因(Storey,

1994;中小企業白書, 2003など)などが,重層的

に相互に関連しつつ,複合的に影響を与えてい

る。現に,成長市場においてさえ,競争力が弱く

衰退している企業や衰退市場においても成長して

いる企業は多く,市場成長率といった単一の指標

だけでは,とても説明できるものではない。

この枠組では,まず外部,中間,内部の3要因

に大分類している。外部要因とは,当該企業が生

存領域として選択している活動領域の環境であ

り,その市場成長率,競争状況や技術進歩などが

重要な要因として考えられる。

内部要因は,原動力となる成長促進要因と成長

維持要因に分類し,促進要因は,経営陣,製品,

設備要因などに分類され,成長維持要因は,比較

的定型的な販売,生産の要因に分類している。そ

して,完全に外部とも内部とも言えない中間要因

として,外部役員や外部株主を成長要因としてい

る。これは,経営者の意思決定にアドバイザーと

して影響を与える要因と考えられる。

今回の調査では,成長指標の有意性の検討を優

先的に行うことから,この枠組のすべての要因と

企業の成長性との関連性を検証することは出来な

いが,幾つかの重要な成長要因と成長性との関連

性については検証を行う。例えば,調査票(附表

1 - 1)の質問項目12) 「役員同士の話し合いや議

論は活発である。」という質問項目に対して, 4件

法での回答に得点を付け,その得点と成長性との

関連性を検討するという事である。この質問は,

様々な意思決定に影響を与えるであろう経営陣の

態様(Charan, 2001)を探る内容である。同様に,

経営陣の態様を探る内容は,附表1-1の6),

9), 10), ll), 13)となる。 7)及び8)の質問

は,当該企業の競争力の源泉となり得る,経営資

源の特異性に関する内容であり(Barney, 2002),

14)及び15)は,製品開発や技術に関する内容

(清水, 1983a), 17)及び18)は,市場に関する

内容である(Porter, 1998),
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表1　先行研究における成長指標

先 行 研 究 成 長 指 標

G rein er (1978 ) 従業員数, 売上高

Penrose (1980 ) 生産のために使用 され る全資源の現価

清水 1983 総資産, 総資本, 売上高, 従業員数な どの伸び率, 利益額, 総資産利益率,

売上高利益率, 自己資本比率, 負債比率, 流動比率, 当座比率, 粗付加価値

生産性, 労働分配率, 従業員モ ラール, 柔軟性, 社会的責任などの総合指標

Storey (1994 ) 従業員数

金原 1996 売上高

C ollins (200 1) 株式運用成績

Barn ey (200 2) 財務資本, 物的資本, 人的資本, 組織資本

中小企業白書 2003 従業員, 売上高

日経 (2005 優良企業ランキング 従業員, 総資産, 株主資本, 売上高

ものづ くり白書 2005 売上高

出典:筆者作成

図表2　成長指標の候補としての11指標の分類

有形 .無形の分類 経営資源 の区分 成長指標

有形

カネ

年間売上高増加率

経常利益増加率

回答者報酬増加率 2)

資本金増加率

ヒト

従業員数増加率

経営者数増加率

研究 . 開発者比率増加率

モ ノ . 情報 (ノウハ ウ)
事業所数増加率

有形 .無形 減価償却費増加率 3)

無形
情報 (ノウハ ウ) 知的財産増加率

その他 主要顧客増加率

出典:筆者作成

3)この分類の内,減価償却費は機械設備などの有形盗産

だけでなく,特許権や実用新案権のような無形資産の償

2)経営者-のアンケート調査であり,回答者は社長であ　　　　却も対象となることから,有形と無形の両面を含む分類
る場合が多い.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　となる。
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図表3　中小製造業の成長要因枠組4)

4)図表中の個人名と西暦年数は,先行研究である著書・

論文を示す.
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しかし,幾つかの定性的要因は,計量的に測定

困難な要因といえるかもしれない。例えば,経営

者の直観力,洞察力,価値槻,使命感(清水,

1983b他)などは,その代表的な要素である。企業

成長において,戦略的な意思決定が重要であるが

(Ansoff, 1965など),より良い戦略的意思決定を

行うことは容易なことではなく,経営者個人の洞

察力や直観力のような計量的には捉えにくい要素

に,多大な影響を受けるのみならず,経営陣とい

う集団の影響も受けることになる(上田, 1990

他)。このような困難性や限界を十分に承知した上

で,今回の調査を実施した。

4.調査概要
2006年4月25日に無作為に抽出した中小製造業

の経営者200名に対して,日計式調査票(附表1 -

1, 1-2)を郵送し, 5月15日までに26件の回

答(回答率13%)を回収した。この内,特に欠損

値の多い4社を除外し, 22社のデータを基に統計

解析を実施した。この調査票の構成は,以下のよ

うになっている。

●　企業の属性(親会社・親企業・合併の有無,

業種,創業年月など8項目)

●　企業成長要因(図表3を基にした13項目で

「当てはまらない」から「当てはまる」の4件

法で1-4点)

●　企業成長を測定する指標(図表2による年間

売上高,経常利益,従業員,減価償却費など11

項目)

●　経営者の属性(創業者か否か,役職,性別,

年齢,得意な職務,出資比率など)

●　自由記述　など

5.調査結果　及び　考察
(1)成長指標に関する結果

「年間売上高」をはじめとする各指標(附表1

-1 19) -30)の質問項目)に記入された数値

を基に成長指標の5年間の増加比率(%)を求

め,その結果を図表4に示した。例えば, 「過去s

年間の売上高増加率(%)」の場合には, 「現在」

の「年間売上高」から「5年前」の「年間売上高」

を差し引き,これを「5年前」の「年間売上高」

の数値で割ったものであり,他の指標も同様な計

算がなされている。

図表4　直近5年間の成長指標の増加率(%) 5>

回 売 常 売 従 鍾 質 ・ 割 研 主 戟

酬

減 知

I_J*
者

香

上
班

莱 営 本 莱
究

開

発

要

顧

価

償

却

的

財

早 高 率 経 負 者 金 所 合 者 # 費 荏

2 1 0 0 . 0 ー4 . 3 8 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 5 0 3 0 0 0

4 4 2 . 9 ー1 . 3 1 1 0 0 1 0 0 7 5 - 6 6 . 7 2 . 5 - 3 3 . 3 - 3 0 9 9 9 0

5 - 5 . 6 6 . 7 3 - 4 4 . 4 4 0 0 0 1 4 . 4 1 0 0 I lo I l o 3

6 8 . 3 ー0 . 13 0 0 0 0 0 5 0 5 5 0

7 3 9 . 1 1 . 13 3 3 . 3 3 2 7 . 7 8 0 0 ー0 . 8 1 0 0 15 1 0 0

9 - 1 6 . 7 - 4 . 4 7 0 0 0 0 0 - 9 . 3 - 2 0 9 9 9 9 9 9

1 0 3 0 0 . 0 2 4 . 9 5 2 5 0 0 0 0 0 0 2 0 3 0 0

l l 1 3 3 . 3 - 1. 9 5 0 2 5 3 2 5 J 3 6 . 7 4 2 . 9 3 0 2 0 1 0

1 2 5 2 . 9 9 . 8 4 5 2 . 9 4 - 3 7 . 5 5 0 0 - 0 . 1 蝣2 5 1 0 1 1 8 2 0

1 3 7 2 3 3 . 3 - 0 . 5 8 2 2 5 0 0 0 - 9 . 6 2 0 0 3 0 0 1 6 2 0 0 0 4 0 0

1 4 ー3 4 . 3 - 7 . 2 - 2 6 . 6 7 9 9 9 5 0 0 0 - l . i l 2 0 0 0 0

1 5 5 0 . 0 1 . 5 4 6 2 . 5 0 0 1 0 0 2 . 9 6 4 . 2 5 0 1 0 5 0

1 6 6 . 4 0 . 3 6 - 6 . 2 5 0 0 0 0 . 4 0 6 4 l 1 8 0

1 7 - 2 5 . 0 - 0 . 17 - 2 0 - 2 5 0 0 1 . 3 l 2 5 ー2 0 l 2 0 0

1 9 4 8 . 3 2 . 6 2 8 . 8 9 0 0 0 0 2 5 6 6 0 0

2 0 9 . 1 0 . 0 5 0 0 0 0 0 1 3 . 3 1 5 l 1 0 0

2 1 2 0 . 0 9 9 9 - 6 . 6 7 3 3 . 3 3 0 0 1 5 0 0 1 1 0 1 1 0

2 2 - 2 0 . 0 0 0 0 0 0 0 0 - 1 5 5 0

2 3 1 0 0 . 0 2 6 6 . 6 7 0 0 0 2 . 7 6 6 . 7 1 5 0 0

2 4 3 2 8 . 6 9 9 9 7 1 . 4 3 0 0 0 7 . 1 1 0 0 4 1 9 9 9 1 5

2 5 - 4 0 . 0 9 9 9 - 1 2 . 5 0 0 l 5 0 0 - 3 3 . 3 l 3 0 9 9 9 0

2 6 - 4 6 . 7 3 . 3 3 - 4 2 . 3 1 0 0 0 2 . 8 0 l 1 0 9 0 0

出典:筆者作成
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(2)成長指標の有意性に関する結果

成長指標の候補としてあげた11指標(図表2)

が,どの程度企業成長という現象を的確に捉える

ことが出来るのかを検証するために,図表4の

データを基に,クラスタ分析,及び,相関分析を

実施し,その統計解析の結果を図表5-7に示

す。その際, 11指標以外に当該企業の主要市場の

需要増加率をクラスタ解析の要因に加えて関係性

を検証した。

なお,本研究における統計解析は, SPSS

Ver.10. 0ソフトで行った。

H I E R A R C H I C A L C L U S T E R A N A L Y S I S******

Dendrogram using Average Linkage (Between Groups)

Rescaled Distance Cluster Combine

C A S E

Labe l

売上増加
減価償却
知的財産
迅as
報酬増加
主要願客
市場需要
経常利益
資本金
串E3M
経営者
畠ms

i

-

　

O

　

<

-

　

W

 

O

)

　

T

O

 

C

M

　

ク

4

　

i

n

 

t

o

　

ォ

*

蝣

　

r

-

10　　　15　　　　20　　　　25

図表5　成長指標に関するクラスタ分析の樹状図6)

図表6　成長指標の相関分析1

出典:筆者作成

相 関 係 数

K endallの タ ウb 売 上 増 加 減 価 償 却 知 的 財 産 従 業 員 報 酬 増 加 主 要 顧 客 経 常 利 益

売 上 増 加 相 関 係 数 1

22

0. 4363 3 0.46 9607 0 .674 068 0. 5000 78 0.43 5192 0. 1524 93

有 意 確 率 0.0 13234 0.00 6694 0.00 00 1 0. 00 13 71 0.00 5805 0.3 6272 7

N 18 2 1 22 22 22 19

減 価 償 却 相 関 係 数 0 .43 633 1

18

0.44 3084 0 .4324 72 0. 2123 29 0.22 9189 0.0 2264 9

有 意 確 率 0 .0 13 234 0.02 0957 0 .0 14 53 0.2 349 75 0 .204 194 0.9 0 100 7

N 18 18 18 18 18 17

知 的 財 産 相 関 係 数 0. 4696 07 0.4 43084 1

2 1

0 .2304 43 0.2 082 17 0 .26 1785 0.2 5 135 8

有 意 確 率 0 .0066 94 0.0 20957 0 .185 829 0.2 3564 6 0 .14 1088 0. 18759 5

N 21 18 21 2 1 2 1 18

従 業 員 相 関 係 数 0 .6740 68 0.4 32472 0 .230 443 1

22

0.4 3498 2 0 .322 78 1 -0. 0597 1

有 意 確 率 0 .000 01 0.0 14530 0 .18 5829 0.0 0583 5 0 .042 767 0. 7248 8

N 22 18 2 1 2 2 22 19

報 酬 増 加 相 関 係 数 0. 5000 78 0.2 12329 0 .208 217 0 .4349 82 1

22

0 .538 863 0.04 167 3

有 意 確 率 0. 0013 71 0.2 34975 0 .235 646 0. 0058 35 0 .000 758 0.8 0575 6

N oo 18 2 1 22 22 19

主 要 顧 客 相 関 係 数 0. 435 192 0.2 29189 0 .26 1785 0. 3227 81 0.5 3886 3 1

22

0.07 834 9

有 意 確 率 0. 0058 05 0.20 4194 0 .14 1088 0. 0427 67 0.00 0758 0.64 654 3

N 2 2 18 2 1 22 22 19

経 常 利 益 相 関 係 数 0. 1524 93 0.02 2649 0 .25 1358 -0 .059 71 0.04 1673 0 .0783 49 1

19

有 意 確 率 0. 36272 7 0.90 1007 0 .187 595 0 .724 88 0.80 5756 0 .6465 43

N 19 17 18 19 19 19

出典:筆者作成
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5)図表中の回答者番号は,回答企業1-26杜の通し番号

であるが,欠損値の特に多い4社を除外しているため,
欠番が生じている.また,図表中の数値「999」は欠損値

を示し,マイナスの値はマイナス成長(減少)を示す。

6)当該企業が考える主要市場の需要増加率も項目に加

え,クラスタ解析を実施した。回答者番号13の企業の成
長率が他社に比べて突出している為,データの標準化を

行い実施した。



図表7　成長指標の相関分析2

相 関係数

K endallの タ ウb 経 営 者 資 本 金 事 業 所 開 発 者

経 営 者 相 関 係数 1

21

0. 1938 9 -0.07 94 0. 13744

有 意確 率 0. 3465 5 0 .696 5 1 0.4 5605

N 2 1 2 1 2 1

資 本 金 相 関 係数 0 .193 89 1

22

ー0.0 128 -0. 0636

有 意確 率 0 .346 55 0.94 99 0.7 29 11

N 21 22 22

事 業 所 相 関 係数 - 0.07 94 -0 .0128 1

22

0. 18278

有 意確 率 0 .696 51 0 .9499 0.3 1943

N 21 22 22

開 発 者 相 関 係数 0 .1374 4 -0. 0636 0 .182 78 1

22

有 意確 率 0 .456 05 0.7 29 11 0 .3 194 3

N 2 1 22 2 2

(3)成長指標の有意性に関する考察

図表5-7に示された統計解析の結果から,図

表8の◎印を付した6つの成長指標(売上高,演

価償却費,知的財産,従業員数,経営者報酬,主

要顧客数-図表5の樹状図の上側6指標)は,ク

ラスタ分析による距離が近く,類似した項目であ

るとともに有意に正の相関関係(図表6)が成立

するケースが多く,中小製造業の企業成長を測定

する有意性の高い指標と言える7)0

これら6指標の内,売上高の増加は,企業が収

益として,一年間に手に出来る総額に近似して捉

えることができ, 「カネ」という有形の量的な経営

資源の増加として捉えられる.経営者(回答者)

報酬は,利益額を推測する代理変数の意味合いを

蝣ifEJ

従業員数の増加は, 「ヒト」という有形の経営資

源の増加を示す。減価償却費の増加は,設備投資

された「モノ」で示される有形の量的経営資産や

特許権などの知的財産に代表される無形の質的経

営資産の償却費増加を示し,質・量両面の経営資

源の増加を示している可能性がある。

知的財産の増加は,特許に代表される工業所有

権だけでなく,製造上・技術上のノウハウなども

幅広く含まれる「ノウハウ・情報」として示され

る無形の質的経営資源の増加として捉えられる.

主要顧客数の増加は,単に製品を製造するとい

う意味での狭義の生産要素ではないが,企業規模

7)突出した成長率を示す回答者番号13の企業を除いた相

関分析を実施し,附表2-1, 2に示す。その結果,節
述内容と同様な統計的に有意な傾向が認められた.

-8-

出典:筆者作成

の拡大という概念には,企業の活動額域の拡大と

いう概念が含まれると考えられる。このことか

ら,企業規模の拡大という概念から導かれた広義

の全生産要素の中に,製品の生産には必須となる

製品受容先である主要顧客を含むものとする。

本研究で提唱する統計解析手法から導出された

上記の6指標は,結果的に「ヒト」 「モノ」 「カネ」

「情報」などの有形無形の経営資源を幅広く捉え

ている(図表8)0

他方,その他の5指標(経常利益,資本金,事

業所数,経営者数,研究開発者数-図表5の下側

5指標)は,指標相互の有意な相関関係は認めら

れず(図表7),売上高増加率や従業員増加率とも

有意な相関がないため,中小製造業の企業成長を

測定するという視点からの有効性は極めて低いと

言わざるを得ない。

また,大企業研究において経常利益などの利益

面に注目した企業成長研究は多いが,わが国の中

小製造業においては,企業成長という現象と経常

利益の増加は直接的には結びつかず,むしろ経営

者の報酬増加として捉えた方がより有効的であ

る.中小企業においては,経営者の個人保証・担

保提供や会社-の役員貸付などの経営実態があ

り,経営者の資産増加や報酬増加は,経営者の信

用増大という企業の規模拡大の一部分として解釈

できる可能性がある。また,法人税率と個人所得

税率の差から,高い法人税よりも,安い所得税を

払った方が,有利であるとの節税意識もあるのか

もしれない。



(4)成長度合による企業分類

絞り込まれた6つの成長指標(図表8の◎印)

のデータを基に,回答企業の並べ替えを実施し,

この順位を基に,各指標について高群,中群,低

群の3群に分類し,総合的な企業成長の分類を試

みた(図表9)0

図表8　有意性が認められた6項目(◎印)の成長指標

有形 . 無形の分類 経営資源の区分 成長指標

有形

カネ

◎年間売上高増加率

経常利益増加率

◎回答者報酬増加率

資本金増加率

ヒ ト

◎従業員数増加率

経営者数増加率

研究 . 開発者比率増加率

モノ .情報 (ノウハウ)
事業所数増加率

有形 . 無形 ◎減価償却費増加率

無形
情報 (ノウハウ) ◎知的財産増加率

その他 ◎主要厭客増加率

出典:筆者作成

国表9　企業成長度合の判定8)

回 上 過 成 回 員 過 成 回 顧 過 成 回 報 5 成 回 費 5 成 回 財 5 成 回 総

:撃こ 妻 … 長 ォ; it) -':蝣 長 答 客 去
土曽 5

長 答 酬 年
増 間

長 答 報 長 答 ∴ 長 if Aロ
F]
者

皮
A

1=)
者

報 皮

JA
者

EJ加 年
率 問

皮
A
口

者 力ロの
額 あ

皮
A
。

者
皮
A
ロ

者
皮
Aロ

者 的
成

香 【コ
判

香 ( の
% 従 ロ

判
香 ( の

% 主 判 香 ( な
% た 判 香 石 雷 判 香 罵 知 判 香 長

判早 % 売 定 早 、ノ業 定 早 o、ノ要 定 早 0 」) の 定 早 、ノ却 定 号 ) 的 定 早 定

13 7, 233 .33 高 13 225 高 13 2 00 高 13 300 高 13 16 2000 高 9 999 - 2 高

24 328 .57 高 2 100 高 2 100 高 2 150 高 4 999 ..-.・. 13 4 00 高 13 高

10 300 高 4 100 高 5 100 高 19 66 高 9 999 - 10 30 0 高 24 高

ll 133 .33 高 24 7 1.43 高 7 100 高 16 64 高 24 999 - 2 1 110 高 6 中

2 100 高 23 66 .67 高 24 10 0 高 15 50 高 25 999 - 15 5 0 高 7 中

23 100 高 15 6 2.5 高 23 66.6 7 高 24 4 1 高 2 300 高 12 2 0 中 10 中

12 5 2.9 高 12 52 .94 中 15 64. 18 中 ll 30 中 12 1 18 高 24 15 中 ll 中

15 50 中 ll 50 中 6 50 中 7 15 中 21 110 高 ll 10 中 12 中

19 48 .28 中 7 33 .33 中 21 5 0 中 20 15 中 26 90 高 5 3 中 15 中

4 42 .86 中 10 25 中 ll 42.8 6 中 23 15 中 10 20 中 2 0 低 19 中

7 39 .13 中 19 8 .89 中 19 2 5 中 12 10 中 ll 20 中 4 0 低 20 中

21 20 中 6 0 低 20 13.3 3 中 6 5 中 7 10 中 6 0 低 21 中

20 9 .09 中 9 0 低 10 0 低 10 0 低 15 10 中 7 0 低 23 中

6 8.33 中 20 0 低 16 0 低 14 0 低 6 5 中 14 0 低 5 低

16 6 .38 中 22 0 低 22 0 低 21 0 低 22 5 中 16 0 低 9 低

5 -5 .56 低 16 -6 .25 低 26 0 低 5 l10 低 14 0 低 17 0 低 14 低

9 -16 .67 低 21 -6 .67 低 9 -9. 3 低 26 l10 低 19 0 低 19 0 低 16 低

22 -20 低 25 - 12 .5 低 14 l2 0 低 22 ー15 低 23 0 低 20 0 低 17 低

17 l25 低 17 l20 低 12 l2 5 低 9 -20 低 5 l10 低 OQ 0 低 22 低

14 ー34.29 低 14 -26 .67 低 17 ー25 低 17 l20 低 20 「10 低 23 0 低 25 低

25 l40 低 26 ー42.3 1 低 4 ー33.3 3 低 4 l30 低 16 ー18 低 25 0 低 26 低

26 -46 .67 徳 5 -44 .44 低 25 -33.3 3 低 25 l30 低 17 ●20 低 26 0 低 4 -

8)図表中の「高」 「中」 「低」はそれぞれ「高成長」 「中成

長」 「低成長」を示し, 「999」は欠損値を意味する。総合
的成長分類において,一部の指標に欠損値が存在して

も,高成長企業,低成長企業の条件を満たす場合にはそ

れぞれに分類したが,それ以外は「-」としている。

-9-

出典:筆者作成



高群と低群の2群-の分類も検討したが,増加

率の分布範囲が広く(例えば,過去5年間の売上

高増加率では,最大値7,233. 3%一最小値-46. 7%

が分布範囲),それを2群に分類することは適切

でないと判断し, 3群-の分類とした。 5年間の

増加率が「0」以下の場合には,成長していない

ので低成長群に分類し,残り企業の半数づつを高

成長と中成長に2分したが,残りの企業数が奇数

の場合には,その中間に位置する企業の増加率

が,より近い群-分類した。例えば,図表9の従

業員増加率において, 0%以下の11企業は低成長

群,残り11社の内,上位6杜日の回答者番号15の

増加率62.5%は上位5社目の66.67%の方が,上

位7社目の52.9%よりも近い事から高成長群に分

類した。他の指標に関しても同様な分類を実施し

ている。

また,これら6指標の高・中・低の分類を基

に, 6指標の内の過半数となる4指標以上が「高」

に分類されている企業は,総合的成長判定を「高」

とし,逆に6指標の内, 4指標以上が「低」に分

類されている企業を「低」とし,それ以外を「中」

に分類した。

その結果,高成長企業は回答者番号2, 13, 24

の3社,低成長企業は5, 9, 14, 16, 17, 22,

25, 26の8社であり,それ以外の10杜は中成長群

に分類されたが,回答者番号4の企業は判定不能

であった。

単に売上高に注目した場合, 「高」群企業は7社

となり,従業員数だけに注目した場合, 「高」群企

業は6社となる。売上高と従業員の両指標から判

断しても回答者番号2, 13, 22, 23, 24の5社が

高成長群に分類される。この5社の内, 2, 13,

24の3社を総合的高成長企業に分類できている。

このことから,図表9の総合的成長判定の基準

は, 「ヒト」 「モノ」 「カネ」 「情報」などの複数の

指標を基にしたより厳密な総合指標と考えられ

る。このことは企業成長を「有形・無形の全生産

要素の増大」という概念で捉える本研究の主旨に

添い,より多面的・総合的企業成長の判別ができ

ているものと考えることができる。

(5)高成長企業と低成長企業の比較

3社の高成長企業(回答者番号2, 13, 24)と

8社の低成長企業(回答者番号5, 9, 14, 16,

17, 22, 25, 26)は,どのような相違点があるの

かを検証し,図表3の成長要因枠組に関連した要

因に関する相違点などを図表10, 11に示す。図表

10は,企業や経営者の属性を中心に,図表11は,

先行研究を参考とした成長要因を中心としたデー

タを整理している。両図表ともに上段に高成長企

業群,下段に低成長企業群のデータが記述されて

いる。

図表10　属性を中心とした高成長企業群と低成長企業群の比較9)

成 回 ( 戟 刺 要 5 ( 刺 回 回 回 出 回 比 最 出 2

i-j"
あ 会 莱 増 年 0 業 答 答 答

者
正 答 多 資 番

長 .者
鰭 か

ら
の

加 間
率 の

市

舵 者

の

者

の
の
壁

資 者

比 】

也
資

那

群

香 0 有 月 死 場 役 午 一甘、
職 族 族 比 最

早 ) 無 ia ) 需 ) か 職 齢 務 率 の 率 の 率 多

高 o 1 188 200 0 社長 40 営業 7 7 2

高 13 1 95 100 0 社長 53 営業 4 4 4

高 24 1 71 l5 0 社長 59 営業 4 4 1

平 均 118 98 .33 0 50.66 7 5.0 5.0 2.3 33

低 5 1 86 ー5 0 社長 56 技術 .開発 . 営業 8 8 1

低 9 1 548 l20 1 専務 53 営業 . 事務 8 8 1

低 14 0 120 l30 1 取締役 57 技術 1 5 3

低 16 1 71 0 1 社長 71 」3? ・m m 4 4 3

低 17 1 478 30 1 社長 68 開発 . 営業 2 7 o

低 22 1 340 0 0 社長 63 製造 8 8 1

低 25 1 12 1 l40 0 社長 64 製造 . 営業 8 8 1

低 26 0 149 -30 1 社長 55 製造 .技術 . 営業 1 5 3

平 均 23 9.1 - ll.9 0.6

社長 のみ

60 .9

6 2.83 3 子会社除く平均

5.0

6. 333

6.6

7. 167

1.9

1. 5

出典:筆者作成
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(6)企業成長要因に関する考察

サンプル数が限定的であることから,基本統計

量である算術平均値などを基に,高成長群企業と

低成長群企業を比較すると,図表12ような特徴が

認められる。

図表3の成長要因枠組にしたがって,調査デー

タに関する考察を進める。

図表11成長要因を中心とLJた高成長企業群と低成長企業群の比較10)

成 回 規 経 稀 経 模 競 顧 慎 リ 活 役 安 役 へ 新 入 設 の 新 の 業 進 業

答 模 芸 芸 Jy 倣 A 客

志

ス 負 定 房

志 安

の 製 の 備 積 慧

極 客

激 雷

L

歩 界

長 者 紘

大

芸 困 口

志
重 ク 発 望 積 晶 積 蒜 の の

技

群
香

早

熱

望
値

源 の

那

源 な
向 向

へ
さ の

ラ∠ゝam
さ の

全

向 .
極 開

性 発

極 術

性 導

開

性 拓

hIt
さ 争

早

さ 術

高 2 3 3 3 2 3 2 4 2 2 4 3 3 3

高 13 3 4 4 4 3 4 4 2 4 4 3 4 4

高 24 3 3 3 3 4 4 2 3 3 2 3 4 4

平 均 3. 3 3.3 3 3 .3 3. 3 3.3 2.3 3 3 .3 3 3.7 3.7

低 5 3 3 3 4 4 4 3 4 4 2 3 4 4

低 9 3 1 1 4 4 3 3 3 3 3 3 4 3

低 14 3 3 1 4 4 4 3 4 2 4 3 4 3

低 16 1 3 2 4 4 2 4 4 3 3 2 3 2

低 17 4 3 3 2 3 4 3 2 2 1 1 2 2

低 22 1 3 3 .2 1 1 1 4 1 1 1 1 1

低 25 4 4 1 3 4 4 1 3 1 1 4 4 4

低 26 3 1 3 1 2 3 1 1 1 1 3 1 3

平 均 2 .8 2. 6 2. 1 3.0 3.3 3 .1 2. 4 3. 1 2. 1 2.0 2 .5 2. 9 2.8

出典:筆者作成

図表12　高成長企業群と低成長企業群の主な相違点

項 目 高成長群 (3 社) 低成長群 (8 社)

親 会 社 なし 2 社あ り

創 業 か ら の月 数 の 平 均 値 118 2 39

市 場 需 要 増 加 率 の 平 均 値 98.3 % ー11.9 %

社 長 が 創 業 者 か 否 か 全員創業者 6人の内, 3名が創業者

社 長 年 齢 の 平 均 値 50.7歳 62. 8歳

社 長 の 得 意 職 務 すべて営業職 技術系が多 く, 兼務も多い

最 多 出 資 比 率 の 平 均 値 5 = ~ 2 / 3 7 = 3 / 4超

模倣 困難な経営資源の平均値 3.3/ 4. 0 2 .1 / 4.0

役 員 の 傾 向 高成長群は, 議論が活発で安定志向が低い傾向

技 術 の 指 向 性 高成長群は, 新製品開発 .新設備 .新技術導入が積極的

外 部 環 境 の 認 識 高成長群は, 競争が激 しく, 技術進歩が早い とよ り強 く認識している

出典:筆者作成

9)出資比率に関する数値は, 1-0%, 2--1/4, 3-
-1/3, 4--1/2, 5--2/3, 6--3/4, 7-3/4超,

8 =100%の出資比率を示す。

10)附表1-1における, 6) -18)の質問項目に対応す

る結果であり,経営陣,企業,市場に関する定性的な要

因を探るものである。 4件法による回答で, 「当てはまら
ない」 -1点～ 「当てはまる」 -4点の得点としており,

得点が高いほど質問項目に関する程度が強いことにな
る.
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第-に,外部要因との関連性では,当該企業が

主要と考える市場の需要増加率が高いポジション

には,高成長企業が多い(図表10, 5年間の市場

需要増加率,高成長企業群平均: 98.3%,低成長

企業群平均:-ll.9%).このことは,伸びている

市場を標的にすることの戦略的選択の重要性を如

実に物語っているといえる.

また,図表11の「業界内競争の激しさ」に関し

て,高成長企業群の平均値3. 7/4に対し,低成長企

業群の平均値は2. 9/4であり, 「業界の技術進歩の

早さ」に関して,高成長企業群の平均値3. 7/4に対

し,低成長企業群の平均値は2. 8/4である。これら

のことから,競争や技術進歩が激しいと認識して

いる企業に,高成長企業が多いと考えられる。こ

のことは,高成長企業3社の調査票回答者が,す

べて営業系の社長であり(図表10,回答者の得意

職務),彼らが競合他社の状況や新しい技術情報を

適切に入手しているために,競争や市場変化が激

しいと認識している可能性がある。

反面,低成長企業では,技術系の社長や営業職

などを兼務している社長などの調査票回答者が多

く,このような状況から競合他社の情報や技術情

報を適切に入手できていない状況が推測される.

そのような背景から,市場競争や技術進歩は激し

くないと認識している可能性がある。つまり,低

成長企業では競争相手について十分な理解がなさ

れていない可能性があり(Storey, 1994),ベン

チャー企業が強化したい業務機能として,販売が

上位に位置付けられる傾向(井上, 2002)とも符

合する.

また,経営者が業界状況を競争や技術進歩が激

しいと認識している場合,それらを克服する方策

を真剣に検討し,有効な対策を打つ可能性は,競

争などが激しくないと認識している経営者よりも

高いと考えられる。換言すれば,経営者の持つ危

機感の程度の相違が,成長に影響を与える傾向が

あると考えられる。

第二に,内部要因における成長促進要因の主役

ともいえる経営陣に関してどのような特徴がある

のであろうか。

図表11の「役員間議論の活発さ」に関して,高

成長企業群の平均値3. 3/4に対し,低成長企業群

の平均値2.4/4であり, 「役員の安全・安定志向」

に関して,高成長企業群の平均値2. 3/4に対し,低

成長企業群の平均値3. 1/4である。これらの事か

ら,今回調査した限りにおいて言える傾向とし

て,高成長企業群の経営陣は,議論が活発でコミュ

ニケーションがよく,安定志向が低い傾向がみら

れる.

社長に注目すると,高成長企業群は,創業者

(図表10,創業者か否か,高成長企業群: 3名全

員創業者,低成長企業群: 3/6名が創業者)であり

比較的若く(図表10,回答者の年齢,高成長企業

群平均:50.7歳,低成長企業群平均:62.8歳),技

術よりも営業が得意な人物像になる.

企業の属性としては,若い企業が古い企業より

も成長しやすい傾向になっている(図表10,創業

からの月数,高成長企業群平均: 118ケ月≒10年程

皮,低成長企業群平均: 239ケ月≒20年程度).こ

のような現象は,中小製造業において,創業後数

年で企業成長したのちに,マイナス成長を経て,

低成長期に入るという傾向(木下, 2006bほか)と

符合する結果になっている。ニッチ市場におい

て,一定程度のシェアを獲得した後,更なる成長

には新市場や新製品の開発が必要な段階におい

て,足踏みしている可能性がある。環境に適合し

た状態で創業したものの,創業後の年月の経過と

ともに,事業構造が最新の環境と不適合を起こし

ている場合,また,経営者の高齢化などの影響が

大きいのかもしれない。つまり,製品そのもの,

生産設備そのものや市場そのものの抜本的な見直

しが必要であるにも関わらず,業務上の改善のみ

で対応しており不十分な対応しか取れてなく,莱

績の低迷や企業規模の縮小に至っている可能性が

ある。

また,図表10の最多出資者一族の出資比率の

データから,高成長群よりも低成長群の方が,高

い出資比率になっている.高成長群3社の内2社

の最多出資者一族比率は50%以下であり,低成長

群8社中4社は100%である。このことは,単一の

出資者一族に役員選任などの企業所有者としての

大きな権限が存在することを意味する。これは,

まさにワンマン経営を可能にする源泉であり,経

営陣の自由聞達な議論を妨げる遠因になり(図表

ll,役員間議論の活発さ,高成長企業群平均:

3.3,低成長企業群平均:2.4),幅広い視点からの

より良い意思決定を妨げる可能性も考えられる。

このような原因から低成長となっている可能性も
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考えられ,出資比率と成長性の関連性を示唆して

いるのかもしれない。

第三に,内部成長促進要因である技術面につい

て,高成長企業は,新製品開発や新設備・新技術

の導入に積極的な傾向が強いといえ(図表11,新

製品開発-の積極性,高成長企業群平均:3.0,低

成長企業群平均: 2. 1 ;設備・技術導入の積極性,

高成長企業群平均:3. 3,低成長企業群平均:2. 0),

多くの先行研究が指摘する傾向を確認できている

(清水, 1983a ;蔚藤, 1984 ;金原, 1996ほか)0

これらの要因は,模倣困難な経営資源の構築に不

可欠であり,この要因に関する得点の大きな違い

となって現れている(図表11,模倣困難な経営資

蘇,高成長企業群:3.3,低成長企業群:2.1)。同

時に,これらの要因は,直接的な競争力の源泉で

あることから,業績や成長性の差になって現れて

いる可能性が高い。

6.今後の課題と展望

今後,より詳細な企業成長論の展開を行ううえ

で,今回の調査結果は,大変有益であったが,以

下にあげる3点について検討が必要であろう。

第-に,今回の調査は準備的作業という位置づ

けから,サンプル数が限定的であった。このこと

から,高成長企業群と低成長企業群の比較におい

て,算術平均値による比較から相違点を導出し

た。今回の結果を基に,大数サンプルによる調査

を行い,分散分析などの統計解析を行うに足るサ

ンプル数を獲得し,検証する必要がある。

第二に,今回の調査は,準備的作業という研究

背景から,より広範囲な視点から中小製造業全般

という広い対象に対して調査票を送付したが,今

回の結果を基に,対象業種を産業分類などから絞

込みを行い,調査の有効性を高める必要がある。

第三に,今回の調査で導出された6成長指標を

操作し一つの指標に複合化する必要があるが,描

標間の重み付けの可能性を含め,今後の研究課題

にしたい.

おわりに

今回の調査結果から,中小製造業の企業成長を

測る有効な指標の抽出に関する実証的な手法を提

唱し,一定の成果を得る事が出来たと考える。こ

の手法は,他の業種業態においても適用可能であ

-13-

る。また,それらの指標を用いて分類した企業群

の比較から,高成長企業群と低成長企業群の特徴

も確認され,それらの特徴は,本研究において提

唱された成長要因枠組を部分的ではあるが肯定す

る内容であった。
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附表1-1　調査票1

以下の属性などの質問について記入して下さい。

共同経営者とは,出質者,且つ,取締役などの経営者(複数)を意味し,単に経営者と言う場合,出資の有無は関係ありません.

1 )あなたの会社に過半数を出資する親会社が存在する

2)会社の業種: (単に製造業だけでなく,出来るだけ詳しく)

3) ①会社の組織形態と　②過去5年間の企業合併や買収の有無　(○を付記)

4) ①売上高に占める自社設計製品(非下請製品)の割合(%)と　②最大顧客の売上高に占める割合

5)創業年月: (記入例: 1999年12月)

以下の質問に対して,右の該当する欄に○印を付けてください.

6)あなたは,会社規模の拡大を熱望している.

7)あなたの会社には,希少価値の経営資源(人・モノ・ノウハウなど)がある.

8)あなたの会社には,競合企業からは模倣困難な経営資源がある。

9)競合企業に関する情報は常に意識している。

10)顧客に関する情報は常に意識している。

ll)リスクや不確実性のある事業機会は,様子見になることが多い.

12)役員同士の話し合いや議論は活発である.

13)多くの役員は,規模拡大よりも経営の安全性や安定を望んでいる。

14)新製品開発は,積極的に実施している。

15)新鋭設備や新技術の導入は,積極的に実施している。

16)新規顧客の開拓は,積極的に実施している.

17)業界内の競争は激しい。

18)業界内の技術やノウハウの進歩は早い。

莱

当てはま あまり当て や や当て
当てはまる

ら な い はまらない は ま る

5年前と現在を比較して,以下の質問項目に対し数値を記入して下さい。

19)年間売上高: (単位:百万円)

20)経常利益: (単位:千円)

21)従業員数: (経営者,パートを含む)

22)経営者数(あなたを含む)

23)資本金: (単位:百万円)

24)本店,営業所,工場などの数(事業所数)

25)研究・開発担当者の人数(兼務の場合は度合に応じて,例えば0.5人分とする.)

26)主要顧客の数

27)過去5年間のあなたの報酬の増加率　(5年で10%減少した場合は, -10%と記入)

28)過去5年間の減価償却費の増加率　(5年前と直近の1年間の減価償却費の比較)

29)過去5年間の知的財産増加率　(特許・ノウハウなどの知的財産の増加率を主観的に)

30)過去5年間の需要増加率: (あなたの会社が主要と考える市場の需要増加率を主観的に)

人

調査結果の返送を希望される方は,郵便番号を含めた連絡先をご記入下さい.また,共同経営の製造業の成長に関して,ご意

見がありましたら,以下にご記入ください。

出典:筆者作成
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附表1-2　調査票2

以下の事柄に関して,実質的に関与する経営者や共同経営者の人数についてお

尋ねします。 (経営者以外の方は人数に含みません。)

31)代表取締役の選任

32)個別の役員報酬の決定

33)全社の将来構想の決定

34)全社の経営理念の決定

35)新製品開発に関する決定

36)新鋭設備導入の決定

37)従業員採用の決定

38)従業員の昇進・昇格の決定

39)社内組織の変更に関する決定

40)資金調達(借入など)の決定

41)資金・財務管理に関する決定

42)販売先の決定

43)販売価格の決定

44)主要原材料の仕入価格の決定

45)高額購入品の購入先の決定

46)品質管理に関する決定

47)納期管理に関する決定

48)原価管理に関する決定

49)役員の選任

50)役員報酬の総額に関する決定

51)決算書類の承認

52)定款変更などの重要事項の決定

例

関与する経　内,共同経　その中にあな
営者の人数　営者の人数　たは含まれる

○又は×

職務や出資比率などについてお尋ねしますが、個人や企業が特定されることはありません。

学術研究における守秘義務は厳守します.

53)あなたは創業者ですか?

54)あなたの　①役職(例　社長,専務,取締役など)と　②性別

55)あなたの年齢と得意な職務(○を付記)

56)他の共同経営者の年齢と得意な職務(複数可)

は い いいえ

① ②男 :女

才 製 造 . 技 術 . 開 発 . 営 業 . 事務 . その 他

才 製 造 . 技 術 . 開 発 . 営業 . 事務 . その 他

才 製 造 . 技 術 . 開 発 . 営業 . 事務 . その 他才　製造・技術・開発・営業・事務・その他

「 - .人

人

出典:筆者作成

57)あなたを含めた共同経営者の人数(共同経営でない方は, 0人としてください。)

58)親・子・夫婦関係にない共同経営者の人数

59)あなたとあなたの親族分(親・子・配偶者)を含めた出資比率に「O」を付けてください。

0%　　　　/4　　　-1/3　　　-1/2 : -2/3 : -3/4　　　3/4超　　100%

60)最も多く出資している経営者(あなたを含む)とその親族分を含めた比率に「O」を付けてください。

0%　　　/4　　-1/3 : -1/2 : ～2/3　　-3!4　　3/4超　100%

61) 2番目に多く出資している経営者とその親族分を含めた比率に「O」を付けてください。

0%　　　　/4 : -1/3 : -1/2 : -2/3 : -3/4　　　3/4超　　100%

貴重なお時間を頂き,ありがとうございました. :心より感謝申し上げます。

同封の封筒に入れ,ご返送願います.

-16-



附表2-1　成長指標の相関分析3

相 関係 数

K end allの タ ウb 売上 増加 減 価償 却 知 的財 産 従 業 員 報 酬増 加 主 要顧 客 経 常利 益

売 上増 加 相 関係数 1

21

0.3 6373 0 .398 647 0. 6408 45 0.4 4886 6 0 .3764 64 0.2 22952

有意 確率 0.04 6387 0 .026 2 17 0 .000 06 0.0 052 3 0 .0204 74 0. 19 7479

N 17 20 21 2 1 21 18

減 価償 却 相 関係数 0 .363 73 1

17

0.35 218 0 .358 82 0. 10 8527 0. 126 0. 111638

有意確 率 0.0 463 87 0 .078 861 0. 0506 21 0.55 888 1 0. 50 19 65 0 .55 526 1

N 17 17 17 17 17 16

知 的財 産 相 関係 数 0.3 9864 7 0.3 5218 1

20

0. 1247 12 0.09 8058 0. 157 14 3 0 .389 462

有意確 率 0.0 262 17 0.07 886 1 0.4 895 38 0.59 0154 0.3 9483 1 0 .050 234

N 2 0 17 2 0 20 2 0 17

従 業 員 相 関係 数 0.6 4084 5 0.3 5882 0. 1247 12 1

2 1

0 .376 242 0.2 5130 7 ー0.0 1338

有 意確 率 0. 00006 0 .0506 2 1 0.4 895 38 0 .020 566 0. 12587 8 0 .939 19 1

N 2 1 17 20 2 1 2 1 18

報酬 増加 相 関係 数 0.44 8866 0 .1085 27 0.0 980 58 0.37 6242 1

21

0.48 995 5 0 .10 002

有 意確 率 0.0 0523 0 .5588 81 0.5 90 154 0 .020 566 0.00 2978 0 .568 066

N 2 1 17 20 2 1 2 1 18

主要顧 客 相 関係 数 0.376 464 0. 12 6 0. 157 143 0 .25 1307 0.4 899 55 1

2 1

0. 1419 73

有 意確 率 0.020 474 0. 50 196 5 0.39 483 1 0 . 125 878 0.0 029 78 0.4 218 88

N 2 1 17 20 2 1 21 18

経 常利 益 相 関係数 0 .2229 52 0. 11163 8 0 .38 9462 -0 .0 1338 0. 100 02 0 .14 1973 1

18

有 意確率 0 .1974 79 0.5 5526 1 0 .05 0234 0. 939 19 1 0.5 6806 6 0 .42 1888

N 18 16 17 18 18 18

注記:回答者番号13の企業を除いて解析を実施した。

附表2-2　成長指標の相関分析4

出典:筆者作成

相 関 係 数

K endallの タ ウb
売 上 増 加 経 営 者 資 本 金 事 業 所 開 発 者 経 常 利 益

売 上 増 加 相 関 係 数 1

2 1

0. 13 89 0.0 964 9 0.25 73 1 0 .158 95 0.2 2295

有 意 確 率 0 .443 89 0.5 9407 0. 15 526 0 .334 19 0. 19748

N 2 0 2 1 2 1 2 1 18

経 営 者 相 関 係 数 0. 13 89 1

2 0

0. 19148 -0.0 84 1 0. 13424 -0. 2255

有 意 確 率 0 .443 89 0.3 6302 0 .68 595 0. 4788 6 0.25 698

N 20 20 20 20 17

資 本 金 相 関 係 数 0 .096 49 0. 19 14 8 1

2 1

l 0一0 135 ー0 .1034 -0.287 5

有 意 確 率 0 .594 07 0.3 630 2 0 .948 30 0.5 8358 0 .14 18 5

N 2 1 20 2 1 2 1 18

事 業 所 相 関係 数 0 .2573 1 -0. 084 1 0.0 135 1

2 1

0. 19 8 19 0 .0466 8

有 意 確 率 0 .1552 6 0.6 8595 0.94 83 0.29 342 0. 8 138 8

N 2 1 20 21 2 1 18

開 発 者 相 関 係 数 0. 1589 5 0. 134 24 -0 . 10 34 0. 198 19 1

21

0. 1266 6

有 意 確 率 0.3 34 19 0 .47 886 0 .583 58 0.2 9342 0. 4810 8

N 2 1 20 2 1 2 1 18

経 常 利 益 相 関 係 数 0.22 295 - 0.22 55 -0 .287 5 0.04 668 0 .126 66 1

18

有 意 確 率 0. 19 748 0 .256 98 0. 14 18 5 0.8 1388 0 .48 108

N 18 17 18 18 18

注記:回答者番号13の企業を除いて解析を実施した。
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